
長沼町国民健康保険条例の一部改正について 

 

１ 概要 

国民健康保険法施行令の改正により、本条例の一部を改正する。 

(1) 保険料の賦課限度額の見直し 

(2) 保険料軽減の対象世帯に係る所得判定基準の見直し 

 

２ 改正の内容 

(1) 賦課限度額(第１９条の７、第１９条の７の１１、第２４条、第２４条の４関係) 

基礎賦課額の限度額を「65万円」から「66万円」に改め、後期高齢者支援金等

賦課額の限度額を「24万円」から「26万円」に改める。 

  ●比較表 

 改正前 改正後 

基礎賦課額 

（医療分） 

限度額 ６５万円 限度額 ６６万円 

（１万円引き上げ） 

後期高齢者支援金

等賦課額 

限度額 ２４万円 限度額 ２６万円 

（２万円引き上げ） 

介護納付金賦課額 限度額 １７万円 限度額 １７万円 

（改正なし） 

※賦課限度額を引き上げれば、高所得層により多く負担いただくこととなるが、中間

所得層の被保険者に配慮した保険料の設定が可能となる。 

 

(2) 保険料軽減の対象世帯に係る所得判定基準（第２４条関係） 

  【軽減判定所得】                                    A 

７割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋１０万円 ×(給与所得者等の数－１) 

以下の世帯 

５割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋30.5万円 ×(被保険者数)＋ A 

              （現行：29.5万円） 

２割軽減基準額＝基礎控除額(43万円)＋56万円  ×(被保険者数)＋ A 

              （現行：54.5万円） 

※所得判定基準を見直すことにより、保険料軽減の対象世帯の範囲が拡大される。 

 

３ 施行期日 

  公布の日から施行（令和７年４月１日から適用） 
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